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１．背景 

電気事業法（以下「法」という。）第３８条第１項第２号の規定により、一般用電気工作物は、「受

電するための電線路」以外の電線路により構内以外の場所にある電気工作物と電気的に接続されて

いない設備とされている。従来は、１構内１引き込みが原則であったため、一般家屋等に施設され

る出力５０ｋＷ未満の太陽電池発電設備は一般用電気工作物と整理されていたが、今年４月の電気

事業法施行規則改正に伴い、再エネ設備については１構内２引き込みが認められることとなったた

め、その保安上の扱いについて整理する必要がある。 

 

２．施設パターンと電気事業法上の取り扱い 

施設パターンは多様であると想定されるが、例として、発電事業者が低圧で受電する需要設備

（例：一般家屋）の屋根に太陽電池モジュールを、屋外にパワコン等機器を設置することを想定す

る。なお、屋内にパワコン等を設置する場合も同様とする。 

売電を行う際の送電経路によって、パワコン等の機器・太陽電池モジュール（以下、太陽電池発

電設備という）の扱いに差異が生じるため、施設パターン及び図、それぞれのパターンにおける扱

いを以下のとおり示す。 

 

＜パターン１：受電用の電線路より送電する場合＞ 

受電用引き込み線を介して、売電のための電力を送電する場合、太陽電池発電設備は、「受電の

ための電線路」以外の電線路によって構内以外の電気工作物と電気的に接続されていないため、一

般用電気工作物として扱う。 

この場合、２引き込み（Ｙ字分岐：図１－Ａ）であるか１引き込み（余剰配線：図１－Ｂ）であ

るかは問わない。 

また、電気主任技術者は不要である。 
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＜パターン２：売電用の電線路を別途設けて送電する場合＞ 

売電用に用いる電線路であって専ら売電の用に供するものは、「受電するための電線路」に該

当しないため、それと電気的に接続される太陽電池発電設備は事業用電気工作物として扱う。

事業用電気工作物については、①主任技術者の選任、②保安規程の策定・届出が必要となる。 

なお、上記①②が遵守され、かつ需要設備の電気工作物と太陽電池発電設備が電気的に接続さ

れておらず、点検や事故等の際の立ち入りが担保されるなどの措置が講じられているのであれば、

原則として電気事業法施行規則附則第１７条第１項第２号ハに掲げる「保安上の支障がないこと

が確保されていること」に該当し、２引き込みを認めるものとする。 
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３．電気主任技術者の運用について 

 上記パターン２においては、電気主任技術者の選任が必要であるが、引き込み線の設置者により、

保守・管理の責任の所在や電気主任技術者の選任に係る扱いに、以下のような違いが生じる。 

 

ⅰ）一般電気事業者が敷設する場合 

・ 電線路に係る保守・管理の責任は、一般電気事業者にある。 

・ 発電設備の設置者は、電気主任技術者の不選任承認（外部委託）制度を活用できる（電

気事業法施行規則第５２条第２項）。 

 

  ⅱ）太陽電池発電設備の設置者が敷設する場合 

・ 電線路に係る保守・管理の責任は、発電設備の設置者にある。 

・ 発電設備の設置者は、電気主任技術者の不選任承認（外部委託）制度は活用できず（電

気事業法施行規則第第５２条第２項）、電気主任技術者を自社従業員や派遣労働者等か

ら選任する必要がある。その場合、内規に基づき、兼任は到達時間２時間以内の範囲

で原則として合計出力が２０００ｋＷまで又は合計５箇所まで（計６箇所）となる。 

 

 上記ⅰ）の場合、不選任承認制度を利用すると、電気保安協会等の電気保安法人が計算上数百箇

所もの事業場を担当できるのに対し、ⅱ）の場合はこの制度が利用できず、原則合計５箇所まで（計

６箇所）しか兼任がみとめられないおそれがある。 

 しかしながら、屋根貸しにより設置される太陽電池発電設備は、小規模であり通常ならば一般用

電気工作物となるような安全性が高い設備であること、不選任承認制度が利用できる場合は年２回

の点検でよいとされていることなどに鑑み、兼任条件を緩和しても問題ないと考えられる。 

 具体的には、電気主任技術者の兼任条件が、①合計出力２０００ｋＷ未満、又は②原則合計５箇

所まで（計６箇所）、とされていることから、屋根貸しにより施設される出力５０ｋＷ未満の太陽

電池発電設備に係る電気主任技術者の兼任の審査については、当面の間、兼任する事業場の数は考

慮せず、出力の合計が２０００ｋＷ未満までは承認するものとする。 

 

４．対応 

 本日、当課から産業保安監督部に対し、上記運用の明確について通知を行った。  



 
【参考条文等】 

 

○電気事業法（昭和３９年法律第１７０号） 

第三十八条  この法律において「一般用電気工作物」とは、次に掲げる電気工作物をいう。ただし、小出力

発電設備以外の発電用の電気工作物と同一の構内（これに準ずる区域内を含む。以下同じ。）に設置する

もの又は爆発性若しくは引火性の物が存在するため電気工作物による事故が発生するおそれが多い場所で

あつて、経済産業省令で定めるものに設置するものを除く。  

一  他の者から経済産業省令で定める電圧以下の電圧で受電し、その受電の場所と同一の構内においてその

受電に係る電気を使用するための電気工作物（これと同一の構内に、かつ、電気的に接続して設置する小

出力発電設備を含む。）であつて、その受電のための電線路以外の電線路によりその構内以外の場所にあ

る電気工作物と電気的に接続されていないもの  

二  構内に設置する小出力発電設備（これと同一の構内に、かつ、電気的に接続して設置する電気を使用す

るための電気工作物を含む。）であつて、その発電に係る電気を前号の経済産業省令で定める電圧以下の

電圧で他の者がその構内において受電するための電線路以外の電線路によりその構内以外の場所にある電

気工作物と電気的に接続されていないもの  

三  前二号に掲げるものに準ずるものとして経済産業省令で定めるもの  

２  前項において「小出力発電設備」とは、経済産業省令で定める電圧以下の電気の発電用の電気工作物で

あつて、経済産業省令で定めるものをいうものとする。  

３  この法律において「事業用電気工作物」とは、一般用電気工作物以外の電気工作物をいう。  

４  この法律において「自家用電気工作物」とは、電気事業の用に供する電気工作物及び一般用電気工作物

以外の電気工作物をいう。  

 

 

○電気事業法の解説（２００５年版） 

・一般用電気工作物とみなすための⑤の条件（一定の条件の電線路以外の電線路により構内以外の場所（以

下「構外」という）と接続されるものではないこと）は、電気工作物が複数の電線路により構外と接続さ

れ、当該電気工作物が電気の通過点となる場合を除くとの考え方による。（２９５頁１８行） 

 

 

○電気事業法施行規則 

第五十二条 

２  自家用電気工作物であって、出力千キロワット未満の発電所（原子力発電所を除く。）のみに係る前項

の表一、二、三若しくは七の事業場、七千ボルト以下で受電する需要設備のみに係る同表三若しくは七の事

業場又は電圧六百ボルト以下の配電線路を管理する事業場のみに係る同表七の事業場のうち、当該発電所、

需要設備又は配電線路を管理する事業場の工事、維持及び運用に関する保安の監督に係る業務（以下「保安

管理業務」という。）を委託する契約（以下「委託契約」という。）を次条に規定する要件に該当する者と

締結しているものであって、保安上支障がないものとして経済産業大臣（事業場が一の産業保安監督部の管

轄区域内のみにある場合は、その所在地を管轄する産業保安監督部長。第五十三条第一項、第二項及び第五

項において同じ。）の承認を受けたもの並びに発電所、変電所及び送電線路以外の自家用電気工作物であっ

て鉱山保安法 が適用されるもののみに係る同表三又は七の事業場については、同項の規定にかかわらず、電

気主任技術者を選任しないことができる。  

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8e%6c%96%40%8e%b5%81%5a&REF_NAME=%8d%7a%8e%52%95%db%88%c0%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=�


 
３  事業用電気工作物を設置する者は、主任技術者に二以上の事業場又は設備の主任技術者を兼ねさせては

ならない。ただし、事業用電気工作物の工事、維持及び運用の保安上支障がないと認められる場合であって、

経済産業大臣（監督に係る事業用電気工作物が一の産業保安監督部の管轄区域内のみにある場合は、その設

置の場所を管轄する産業保安監督部長。第五十三条の二において同じ。）の承認を受けた場合は、この限りで

ない。 

 

附 則 

 （一の需要場所の特例） 

第十七条 第二条の二第二項第一号から第三号までに掲げる場所（以下この条において「原需要場所」とい

う。）において、次の各号に掲げる設備（当該設備を使用するために必要な電灯その他の付随設備を含む。）

が設置されている部分を含む必要最小限の場所（以下この条において「特例需要場所」という。）について

は、当該各号に定める要件を満たす場合であって、当該設備に係る電気の使用者又は供給の相手方から当該

設備の設置に際して電気事業者に対し申出があったときは、同項の規定にかかわらず、当分の間、原需要場

所における次の各号に掲げる設備につきそれぞれ一に限り、一の需要場所とみなす。 

 

一 電気自動車専用急速充電設備（電気自動車（電気を動力源の全部又は一部として用いる自動車をいう。）

に搭載された蓄電池に相当程度短時間で当該蓄電池の容量のうち相当量を充電することができる設備であっ

て、絶縁変圧器、整流器、電気自動車に搭載された専用電子計算機から発信される制御指令信号に基づき電

気の供給量を自動的に制御するための装置及び充電用コネクターから構成されるものをいう。） イからハ

までに掲げる要件を満たすこと 

 イ 公道に面している等、特例需要場所への電気事業者の検針、保守、保安等の業務のための立ち入りが

容易に可能であり、かつ、特例需要場所以外の原需要場所への電気事業者の立ち入りに支障が生じないこと 

 ロ 原需要場所における他の電気工作物と電気的接続を分離すること等により保安上の支障がないことが

確保されていること 

 ハ 特例需要場所に係る配線工事その他の工事に関する費用は、当該設備に係る電気の使用者又は供給の

相手方が負担するものであること 

 

二 再エネ特措法第三条第二項に規定する認定発電設備（以下この条において単に「認定発電設備」という。） 

イからニまでに掲げる要件を満たすこと 

 イ 原需要場所において認定発電設備と関係のない相当規模の需要があること 

 ロ 公道に面している等、特例需要場所への電気事業者の検針、保守、保安等の業務のための立ち入り（認

定発電設備の全部又は一部が壁面等に設置されている場合にあっては当該認定発電設備付近への電気事業者

の立ち入り）が容易に可能であり、かつ、特例需要場所以外の原需要場所への電気事業者の立ち入りに支障

が生じないこと 

 ハ 原需要場所における他の電気工作物と電気的接続を分離すること等により保安上の支障がないことが

確保されていること 

 ニ 特例需要場所に係る配線工事その他の工事に関する費用は、当該設備に係る電気の使用者又は供給の

相手方が負担するものであること 

 

２ 前項の場合においては、第二条の二第二項第一号から第三号までに掲げる場所については、同項の規定

にかかわらず、前項の規定により一の需要場所とみなされる場所を除いた場所を一の需要場所とみなす。 



 
○主任技術者制度の解釈及び運用（内規） 

４．規則第５２条第３項ただし書の承認は、次の基準により行うものとする。 
（１）電気主任技術者に係る規則第５２条第３項ただし書の承認は、その申請が次の①から④ 
に掲げる要件に適合する場合に行うものとする。 
なお、兼任させようとする事業場若しくは設備の最大電力が２，０００キロワット以上 

となる場合又は兼任させようとする事業場若しくは設備が６以上となる場合は、保安業務 
の遂行上支障となる場合が多いと考えられるので、特に慎重を期することとする。 


